
国際芸術祭・あいちトリエンナーレ２０１９企画展「表現の不自由展・その後」 

に対して補助金不交付を行った政府の抑圧に抗議します 

 

 慰安婦を象徴する「平和の少女像」などを展示した、あいちトリエンナーレ２０１９

の企画展「表現の不自由展 その後」が、８月１日の開幕からわずか３日で中止となり

ました。 

その理由について大村知事（芸術祭実行委員長）は、「電話やＳＮＳなどで抗議、中傷、

テロ予告や脅迫が実行委員会に殺到し、スタッフの対応能力を超えた。芸術祭全体の安

心安全、今後の円滑な運営のために（企画展中止の）判断をした」と述べました。 

今回の企画展中止に至る経過で看過できない重大な問題は、菅官房長官が補助金交付

について「事実関係を確認・精査して適切に対応」するなどと当初から発言し、文化庁

が「県が、批判や抗議が殺到し、展示が難しくなる可能性を把握しながら、文化庁に報

告がなかった」などとする「手続きの不備」を理由に補助金の交付をしないと表明した

ことです。しかし、そもそもこの作品展示に関して菅官房長官が展示内容について「表

現の自由とはいえ、単なる誹謗中傷的な作品展示は相応しくない。慰安婦はデマ」など

と発言し、「手続きの不備」ではなく、政府が芸術や言論表現の自由に圧力を加えたもの

と言わざるを得ず、憲法を尊重すべき立場の者としてあるまじき行為であって、断固抗

議するものです。 

この間、安倍政権は、報道の自由を著しく抑圧する秘密保護法を強行採決するなど、

時の権力者を批判するものへの抑圧を強めていますが、今回の政府の一連の言動は、そ

のことと通底するものです。 

 今回の展示中止について、中止直後から多くの団体・個人が抗議や再開を求める声を

上げ、実行委員会や知事に対して再開を求める要請やデモ、集会などが行われてきまし

た。 

こうしたなか、９月３０日、愛知県と企画展実行委員会が展示再開で合意しました。

私たちは、この合意について、テロ行為予告や政府の抑圧行為に屈せず芸術・表現の自

由を守るものとして歓迎するものです。 

他方、文化庁が補助金の不交付を決定しましたが、これは脅迫や暴力によって表現の

自由を奪おうとする行為を政府が肯定することとなると同時に、政府の意に沿わない芸

術、表現に検閲を行うもので、断じて許されるものではありません。 

国民救援会は、表現の自由に対する圧力や脅迫行為、とりわけ公権力を持つものが表

現活動に圧力を加えることに対して断固として抗議すると同時に、菅官房長官の発言の

撤回、補助金不交付決定の撤回を強く求めるものです。 

私たち国民救援会は、引き続き、権力による言論表現の自由の抑圧や国民監視に断固

反対していく決意です。 
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